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平成１５年３月３１日現在市全体のバランスシート（貸借対照表）

市民一人当たり計公営事業会計普通会計項　目

１６７万９千円８９６億４５９万円１５７億４，７８５万円７３８億５，６７４万円
道路、河川、公園、
学校、文化センター、
上下水道施設など

有形固定資産

資　

産
借　

方
１４万８千円７８億９，５２２万円１８億６，８９７万円６０億２，６２５万円

投資・出資金、貸付
金、基金など

投資など

１２万５千円６６億６，０８５万円１４億１，１１９万円５２億４，９６６万円現金・預金、未収金流動資産

１９５万２千円１，０４１億６，０６６万円１９０億２，８０１万円８５１億３，２６５万円資産合計

５１万４千円２７４億１，０７９万円８４億５，６３０万円１８９億５，４４９万円
地方債元金の翌々年
度以降の償還金など

固定負債負　

債

貸　

方

２万６千円１４億１，１４６万円２億７，２５６万円１１億３，８９０万円
地方債元金の翌年度
分償還金

流動負債

５４万円２８８億２，２２５万円８７億２，８８６万円２００億９，３３９万円負債合計

１４１万２千円７５３億３，８４１万円１０２億９，９１５万円６５０億３，９２６万円
資産形成に費やした国
県補助金、市税など

正味資産

１９５万２千円１，０４１億６，０６６万円１９０億２，８０１万円８５１億３，２６５万円
負債・正味資産
合計

※このバランスシートは、国（総務省）が示した作成基準に沿って作成しました。
※普通会計は、一般会計と土地取得特別会計で構成され、市の基本的な行政運営を行う会計です。
※公営事業会計は、水道事業会計と下水道事業、国民健康保険、老人保健、介護保険、十里木高原簡易水道の
特別会計です。

平成１４年度　市民一人当たりの資産�

１９５万２千円（前年度１８８万９千円）

平成１４年度　市民一人当たりの負債�

５４万円（前年度５１万８千円）

資産とは？
　バランスシートの項目にあるような施設の土地・
建物や基金、現金などです。市民の皆さんにこれ
から提供する行政サービスの基になるものです。

負債とは？
　資産にあるような施設の整備のために借りた借入
金の返済金や市職員の退職給与引当金（現在の市職
員が普通退職したと想定した場合の必要な退職手当）
です。今後返済が必要で市民の皆さんが負担するも
のです。

　資産・負債ともに、行政サー
ビスの多くを行っている普通会
計が一番多くなっています。下
水道事業は、資産では、上水道
事業と同程度の割合でしたが、
負債は上水道の約２倍になって
います。これは、下水道事業は、
主に借入金を活用して行われて
いるからです。
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市のバランスシート

　バランスシートとは、一般に民間企業の会計で用いられているもので、
土地・建物など現在まで整備された資産と借金などの負債の状況をまと
めたものです。
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上水道 
9.1％ 

上水道 
10.5％ 

取水場 
配水場 
送水管 
など 

・道路 
・河川 
・公園 
・学校 
・文化 
　センター 
・ヘルシー 
　パーク裾野など 

下水道管 
ポンプなど 下水道 

8.6％ 下水道 
19.3％ 

そのほか  0.6％ 
（国保会計など） 

そのほか 
0.5％ 
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平成１５年３月３１日現在普通会計の行政コスト計算書（損益計算書）

１４年度の市民一
人当たり

増　減平成１４年度平成１３年度項　目

６万９千円７，７０６万円３６億８，９５４万円３６億１，２４８万円
人件費、退職給与引
当金繰入

人に係るコス
ト

費　

用

１１万７千円１億５，９４３万円６２億４，０２３万円６０億８，０８０万円
物件費、減価償却費
など

物に係るコス
ト

６万７千円３億２，９４９万円３５億９，３５８万円３２億６，４０９万円
扶助費、補助費、他
会計繰出金など

移転支出的な
コスト

１万円△５，５７３万円５億２，９８４万円５億８，５５７万円
地方債償還利子、不
納欠損額など

そのほかのコ
スト

２６万３千円５億１，０２５万円１４０億５，３１９万円１３５億４，２９４万円A合　計

△はマイナス

△２，１３８万円２３億２，０９６万円２３億４，２３４万円
使用料、手数料、国
県補助金など

充当財源

収　

入

１億６，９９７万円１３０億８，８５０万円１２９億１，８５３万円市税、地方譲与税など一般財源

△１，５６４万円４億５，７２９万円４億７，２９３万円
国県補助金の減価償
却額

国県支出金償
却額

１億３，２９５万円１５８億６，６７５万円１５７億３，３８０万円B合　計

△３億７，７３０万円１８億１，３５６万円２１億９，０８６万円差引一般財源増加額（B－A）

※この行政コスト計算書は、国（総務省）が示した作成基準に沿って作成しました。

平成１４年度　
市民一人当たりの行政コスト�

２６万３千円（前年度２５万４千円）
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市の行政コスト計算書

　行政コストとは、人的サービス、給付サ
ービスなど資産形成につながらない資源を
消費する行政サービスにかかる費用のこと
です。また、通常の決算は、支出だけをま
とめていますが、行政コスト計算書は、建
物などの施設の消耗を表す減価償却費（約
３０億７千万円）もコストとして計上してい
ます。

項目別 
コスト 

目的別 
コスト 

44.5％ 

26.2％ 

25.5％ 
物に係る 
　コスト 

民生費 
　22.4％ 

教育費 
17.9％ 

土木費 
17.5％ 

総務費 
14.4％ 

衛生費 
9.5％ 

消防費 
6.1％ 

その他 
12.2％ 

人に係るコスト 

移転 
支出的な 
コスト 

そのほかのコスト 

5万9千円 

4万7千円 

4万6千円

3万8千円 

2万5千円 

3万2千円 

1万6千円 

・償還金利子  9千円 
・不納欠損額  1千円 
 

・人件費  6万6千円 
・退職給与引当金繰入  3千円 

・品物の購入、印刷、 
　業務の委託など5万6千円 
　・減価償却費  5万8千円 
　　・維持補修費  3千円 

・扶助費（乳幼児医療費助成など） 
　2万円 
・補助費（区運営費補助など） 
　1万9千円 
・繰出金（国保、下水道会計などへ） 
　2万1千円 
・他団体への補助など  7千円 

3.8 3.8 
％ 
3.8 
％ 

市民一人当たりの市民一人当たりの

項目別コスト　　　　項目別コスト

市民一人当たりの市民一人当たりの

目的別コスト　　　　目的別コスト
　通常の決算では、土木費が一
番多いですが、行政コストは建
設事業などを含まないため、行
政コストでは、福祉関係の民生
費がトップとなっています。


